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第 3 章では，米韓 FTA の後に，越境デー
タフローの自由化についての内容が条文に含
まれた TPP について分析している。米韓


















終章では，米韓 FTA と TPP における越
境データフロー自由化に差異が生じた要因に
ついてさらに検討している。第 2 章では，米





































































































































































































































































































































































































































低い価額」の判定基準は時価の 2 分の 1 未満
として定められていたが，この改定されてい
く経緯について，沿革をもとに探った。
第 2 章では，相続税法 7 条の意義を確認し，
他税目での「著しく低い価額」の定義と比較
した。その結果，相続税法以外は，所得税法
59条の判定基準と同様で，時価の 2 分の 1 未
満という基準を採用している。相続税法 7 条
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活を利便化し，C 2 C（consumer to consum-
er） 事 業 を 拡 大 し て い る。 そ の 上，IoT
（Internet of Things, インターネット経由で
センサーと通信機能を持ったモノ達）の発展


















そして，国民経済計算（Systems of National 
Accounts, 以下は SNA）において，現時点
では捕捉ができない部分は C 2 C 関連の取引
であるが，C 2 C 事業もまた EC 事業などシ
ェア・サービスにより拡大している。つまり，
SNA における生産の境界外である C 2 C の
金融取引と中古品の売買は兎も角，生産の境
































































計測が困難である重要な理由の一つは C 2 C
事業の拡大である。つまり，C 2 C の拡大は
シェアリング・エコノミーによる結果である





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 2 章では，平成22年 7 月 6 日最高裁判決
の生保年金二重課税事件の再検討を行った。

























































































































































































































































































































































































































































































































































検討を行う。特に，「第 4 節 ストックオプシ
ョン事件」と「第 5 節 塾講師事件」は，「従
属性」要件の取扱いが不明確であり，その検
討は重要と考える。
第 4 章では，第 3 章までに検討を重ねてき
た給与所得該当性の判断基準としての「従属
性」と「非独立性」が，どのような現在位置
にあるのかの検討を行う。特に「従属性」要
件に関しては，「非独立性」要件よりも，そ
の該当性の判断が難しい場面もあり，その必
要性が論じられるケースも見受けられること
がある。従って「非独立性」との関係性を含
め，改めてその必要性を検討する。そして，
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いまだ給与所得の判断基準のメルクマールと
される「弁護士顧問料事件」が「一応の基準」
としながらも示したその判断基準の適用に関
して，筆者としての提言を行う。
結びとしては，「弁護士顧問料事件」が示
した給与所得の判断基準がいまだ判例とされ
る状況を鑑みれば，「従属性」と「非独立性」
とを併せて検討することにより，その強弱を
総合的に勘案して，給与所得の該当性を判断
することが求められると考える。仮に「働き
方改革」や「ワークライフバランス」等，労
働環境等の社会変化に応じて，給与所得該当
性の判断基準を変更するのであれば，それは
大法廷を開いての判例変更や法改正等しかる
べき手続きにより行われるべきであるものと
考える。所得を区分する大きな理由である担
税力を考慮した課税の公平負担の観点からも，
租税法律主義における予測可能性の観点から
も，人的役務提供に関する所得区分について
は，近い将来，「従属性」と「非独立性」と
いった給与所得該当性の判断基準や，さらに
大胆に言えば「給与所得」と「事業所得」と
いう所得区分自体の新たな枠組みが，検討さ
れる必要があろう。
